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論 文 内 容 の 要 旨 
近年、中心市街地活性化をめぐる議論が盛り上がりをみせたこともあり、日本の地域商業をめぐる
問題にコミットした議論の数が多くなっている。かならずしも商業・流通論ではない学問領域の出身
者による議論も増えており、地域商業という研究対象はもはや商業・流通論者の独占物ではなくなっ
てきたとすらいえよう。しかし、商業・流通論の本丸で地域商業をめぐる問題が重要視されているか
というと、かならずしもそうはいえない。こうした状況を見る限り、地域商業研究を商業・流通論領
域における花形的トピックとみなすことはできないであろう。そして、その理由は、「商業・流通論
の立場からの地域商業研究」の未確立にあるのではないか。本研究の基本的な問題意識がこれである。 
以上のような問題意識の下、本稿では商業・流通論の立場からの地域商業研究の成立可能性につい
て検討した。つまり、商業・流通論の立場からの地域商業研究とはいかなる研究か、そうした研究が
可能であるとすればどのような方法によってか、といった問題に正面から向き合った。 
第 1 章ではまず、商店街活性化論的問題意識の影響を強く受けた伝統的地域商業認識を相対化し、
「新しい地域商業認識」に基づいた研究を推進していく方向性を提起した。「新しい地域商業認識」
は、(1)商業論的認識視角との接合を明確に意識し、(2)「はじめに商店街ありき」の議論とは距離を
おき、(3)場合によっては近代的小売業態も射程に取り込む点に特色がある。そして、「新しい地域商
業認識」に基づいた地域商業研究にいかなる理論的意義があるのか、といった問題を考える必要性が
認識されることになった。 
第 2章では、地域商業研究を次の 2つの観点から商業・流通論的に位置づけ直した。第 1に、地域
商業研究は、流通システムの評価基準（評価指標）をソフィスティケートしていく研究潮流の中に位
置づけることができる。そうすることで、商業・流通論にとって中心的な課題の延長線上に地域商業
研究を位置づけることができる。第 2に、抽象的市場の成立を支える社会的装置として商業を位置づ
ける認識、すなわち商業論的市場認識を念頭におくことで、市場の現実的基盤を解明する研究の一端
として地域商業研究を位置づけることができる。 
もっとも、地域商業研究を流通システムの評価問題をめぐる議論の文脈に位置づけてその商業・流通
論的意義を主張していくにしても、『80年代の流通産業ビジョン』以降、地域商業研究者たちの間で
議論への取り込みが模索されてきた「社会的有効性」についての諸事象を、いかなる考え方によって
商業・流通論的評価指標に包摂していくかといった点について、なお検討を要する問題がある。とい
うのも、「社会的有効性」という評価軸への向き合い方について、いくつかのバリエーションが考え
られるのである。そこで、この問題について、3つのアプローチを析出し、それぞれの立場の特色を
検討したのが第 3 章である。第 1 のアプローチ（アプローチ A）は、「社会的有効性」を基本的準拠
点にして、「経済的効率性」の評価軸をも包含するような、新たな流通理論体系をつくりあげていこ
うという方向性である。このアプローチの代表的論者は阿部真也といえる。第 2のアプローチ（アプ
ローチ B）は、従来通り「経済的効率性」の評価軸を基本的準拠点としつつも、その外延的拡張によ
って、可能な限りで「社会的有効性」次元にコミットしようという方向性である。このアプローチの
代表的論者は田村正紀である。第 3のアプローチ（アプローチ C）は、アプローチ Bに中長期的視点
を加えることで、「社会的有効性」次元へのコミットの度合いをさらに高めようという方向性である。
このアプローチに近いのは石原武政の立場である。そして、商業・流通論の基礎的理論枠組みとのリ
ンケージを維持しつつ、「社会的有効性」に向けての射程拡張の度合いも相対的に高いアプローチ C
こそ、商業論的地域商業研究として今後推進していくべき方向性ではないか。以上のように提起した。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
大規模小売店舗法が廃止された 2000 年頃を境として、それまでの大型店の台頭に対抗する中
小小売店の振興という視点に代えて、まちづくりの中で地域商業を位置付ける研究が増え始めて
いる。とくに、都市計画などの他分野から地域商業に対するアプローチが増える中で、地域商業
研究者は他分野の研究を取り入れることに余念がなく、基礎理論との「接合」を意識しない研究
が増えつつある。しかし、商業論の守備範囲が広がったとはいえ、商業研究「独自」の視点を持
たない研究がどれほどの価値があるのか、という問題意識から商業・流通論の立場からの地域商
業研究とはいかなる研究かを真正面から切り込もうとしたのが本論文である。 
まず第 1 章では、伝統的な地域商業認識を相対化しつつ、(1)商業論的認識視角との接合を明
確に意識し、(2)「はじめに商店街ありき」の議論とは距離をおき、(3)場合によっては近代的小
売業態も射程に取り込もとする「新しい地域商業認識」に基づいた地域商業研究の必要性が提起
される。 
第 2 章では、上述の(1)の問題提起を受けて、新しい地域商業研究が依って立つべき「商業論
的認識」が模索される。過去の商業・流通論をレビューする中で、商業・流通論の中心的な課題
を確認し、抽象的市場の成立を支える社会的装置として商業を位置付けることで「商業論的市場
認識」が明確となり、その結果として市場の現実的基盤を解明する研究の一端として地域商業研
究を位置づけることができると主張する。 
第３章では『80 年代の流通産業ビジョン』以降、地域商業研究者たちの間で活発な議論が行
われた「社会的有効性」という評価指標を取り上げ、その「経済的効率性」という評価指標とと
もに両者をどのように商業・流通論的認識のもとに包摂していくかといった問題が提起される。
著者は、この問題に関連する商業・流通研究を代表する阿部真也、田村正紀、石原武政を取り上
げ、それぞれの立場を明確にするとともに、石原の立場こそ商業・流通論の基礎的理論枠組みと
のリンケージを維持しつつ、「社会的有効性」に向けて射程を拡張しうるものであり、今後商業
論的地域商業研究として期待される方向であると結論づけている。 
商業だけでなく、まちづくり関連の膨大な文献を渉猟し、従来の地域商業研究の流れを丹念に
跡付けながら「新しい地域商業認識」を提示するとともに、地域商業が持つ「社会的有効性」と
「経済的効率性」の二側面を包摂していく場合の一定の方向性を提示した理論的貢献は極めて大
きい。また、こうした視点を商業の基礎的理論から位置付けようとするアプローチは著者独自の
ものであるが、今後議論を一層精緻に展開する余地は残されている。とはいえ、この分野におけ
る本論文が果たした貢献は大きく、審査委員会は全員一致して、博士(商学)の学位を授与するに
値するものと判断した。 
 
